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(後)第 7 回 キャッシュ・フロー計算書の必要性 

 

（キャッシュ・フローの有用性とは） 
 

月(5) 法 2 号館 213 教室 
平成 23 年 11 月 28 日 
財 務 諸 表 論 Ⅱ 

 
本レジュメは、企業会計基準及び次の各書を参考にさせていただいて作成した。(財務会計論ⅠⅡ 佐藤信彦外著 H23 年 4 月中央経済社発行)  
(ゼミナール現代会計入門第 8 版 伊藤邦雄著 H22.4 日本経済新聞社発行)(公認会計士試験論文式財務諸表論第 5 版 石井和人著 H22.10 中央経済社発行) 

 
 

 Ｐ/Ｌか？ 売上高と当期純利益と包括利益 
  期末の具体的残高   の stock 
 
 Ｂ/Ｓか？ Ｂ/Ｓは点で、Ｐ/Ｌは線の表現か 
  期中の具体的収入と支出と cash 増減 
 
 Ｃ/Ｆか？ 営業活動ＣＦと投資活動ＣＦと財務活動ＣＦ 
  cash の変動過程 
 
 Ｃ/Ｆは事実で、Ｐ/Ｌ、Ｂ/Ｓは経営者の意見か 
 
 
１．経営活動(経営成績と投資成果) 
 

(1)損益計算書(Ｐ/Ｌ)による計算 
 

収益、費用という事業活動の中小的側面の表現 
(ストックの抽象的運動量の表現) 
 

(2)貸借対照表(Ｂ/Ｓ)による計算 
 

期首、期末に残留する財産のストックの一覧的表現 
(ストックの時点量の表現) 
 

(3)キャッシュ・フロー(Ｃ/Ｆ)計算書による計算 
 

(1)、(2)では cash の具体的な変動(運動)を表現できない 
(ストックの具体的運動量の表現) 
 

本レジュメは講義日前にホームページに up してあります  

http://yamauchi-cpa.net/index.html   
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２．収益費用観と資産負債観 

 

(1)損益計算書(Ｐ/Ｌ) 
 

事業活動の成果である収益と努力である費用の測定により利益が決まる。 

(損益と当期純利益の計算) 

収益－費用＝当期純利益 

P/L(期間計算) 
 

 収益 
 

費用 

 

 

当期純利益 

 

 (2)貸借対照表(Ｂ/Ｓ) 
 

企業の資産と負債の適切な測定を行い、その結果算出された純財産の期間

変動額によって利益を算出する。 

(財産の時点計算) 

総資産－総負債＝純財産 

(期末純財産－前期末純財産＝

当期純利益) 

B/S(時点計算) 前期末  B/S 当期末 
 

cash 
 

その他資産 

 

負債 
 

期末純財産 
 

  

cash 
 

その他資産 

 

負債 
 

期末純財産 
(当期純利益増減) 

 

 

(3)キャッシュ・フロー計算書(Ｃ/Ｆ) 
 

(cash とその当期増減の計算) 

キャッシュ・イン－キャッシュ・アウト＝当期 C/F 増減  

C/F(期間計算) 
 

 営業 CF 
投資 CF 
財務 CF 

 

 

当期 CF 増減 
(期末 CF 残) 

 

 (4)3 種類の計算によって計算の正確性をチェックすることができる。 

 

 
P/L 

 B/S  C/F 
 

 収益 
 

費用 

  
 

 

cash 
 

資産 

 

負債 
 

純資産 
 

当期増分 
 

  

営業、投資、財務 C/F 
 

当期 
 

前期末 
 

 

CF 増減 
 

CF 残 
 

  

純利益 
 

  

       
 

当期末 

 

CF 残 
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３．企業の４つの課題(財務と経営) 
 

 

 
(1)利益をあげる (2)投資を回収する (4)企業成長を実現する 

 
P／L  B／S 

     
 

売上－仕入  
投 資 

 
人件費  

 －その他物件費  
利益 

(付加価値) 
   

 (3)資金を安定させる 
     
   C/F 
      
   営業 CF   
   投資 CF  CF の安定 
   財務 CF   

 
P/L と B/S と C/F の相互補完性 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
 
 
 

（cash の安定） 
 
 
 
 
 
出所：「国際会計文献研究」8 頁を参考にして 豊岡隆著（平成 22 年 12 月） 
 

稼得利益 

包括利益 

●

収

益

力

の

表

示 
損益計算 書 貸借対照 表 

《 財 政 状 態 （ 変 動 ） 表 》 

●

財

務

の

弾

力

性 

営業活動 

投資活動 

財務活動 

●支払能力の表示 

債 権 者 持 分 

株

主

持

分 

払 込 資 本 

受 贈 資 本 

評価替資本 

キャッシュ・フロー情報の開示性 その他の包括利益 

●

資

本

調

達

の

方

法 

資

本

維

持 

①顧 客 
(必要充足率) 

②会 社 
(利益率) 

③従業員 
(定着率) 

借入金 
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①利益とは．．．．．． 
 
 
 Ｐ／Ｌ 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

 ・・・・・・ である 
 

 

 

②投資とは．．．．．． 
 

 

Ｂ／Ｓ 
 

 

 

 

 

 ・・・・・・ である 
 

 

利益 100×10 年 
＝1(100％) 

投資 1,000 
 

 

利益  100 
× 

売上 2,000 

売上 2,000 投資 1,000 

（効 率）  （物 量） 
 

 

人件費 

 

 

 

利 益 

 

売上－仕入 

 

－その他物件費 

 

(純付加価値) 

 

投 資 
 

 

借入金 
 

顧
客 

組織のデザイン 
目標の明確化 
組織の適性化 

目標達成の準備 
明確な目標 
的確な投資 

顧
客 

顧 客 

回 収 
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③Cash とは．．．．．． 
 

Cash の安定を図ることが、即ち企業活動を営業活動(営業活動の規模と

早さ)、投資活動(投資の規模と投資効率)、財務活動(資金活動の安定と効

率)の三つの領域に分類し、資金の運動を管理する。 
 
Cash 概念 
 
手許現金そのものではないが、それに近接した現金資金概念がとられて

いる。 
 

流

動

資

産 

現金(手許現金)       
  

現 金 
要求払預金      

   Cash 
(現金及び現

金同等物) 
満期据置預金      

  
容易に換金可能な価値変

動小の有価証券 
   

現金同等物  
     

価値変動大の有価証券       
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④経営の目的とは．．．．．． 

 
企業が高い収益をあげ続けるには次の 2つの方法しかない。 
 

１．独占力を持つ 

石油会社やマイクロソフトはその典型であるが、普通は存在しない。 

２．商品力を持ち、適切なビジネスモデルを構築する。 

商品力とは技術力、製品力、サービス力等とも言い換えられる。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

顧客の要望をキャッチする仕組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 無駄を省く、開発の仕組 成長性、やりがいの仕組 

 

 
 

 

 

 ・・・・・・ である 

 

会計は企業の目的と密接に関係する。 
 

顧客の顕在的、潜在的な要望を把握し、 

その要望の顕在化に応える経営システム 

①顧 客 

(必要充足率) 

③会 社 

(継続率) 

②従業者 

(定着率) 

IT 化、スピード化、

効率化…… 

売上が上がり利益

が出るシステム 

従業者がやりがいを

持って将来の成長が

できるシステム 

継 続 
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(連結)キャッシュ・フロー計算書等の作成基準 
 

(これは学生が会計基準を学ぶためにまとめたものです、更に補充して勉強して下さい。) 

 
 

重要定義のチェック 
 

(1)設 定(平成 10 年 3月 13 日 企業会計審議会) 
 

従前、財務諸表外の情報として個別ベースの資金収支表が開示されてきた

が、これを廃止し、連結情報重視の観点から、連結ベースのキャッシュ・

フロー計算書が導入されることとなった。 
 

(2)キャッシュ・フロー計算書(cash flow statement) 
 

連結キャッシュ・フロー計算書、個別キャッシュ・フロー計算書並びに中

間キャッシュ・フロー計算書を総称して、キャッシュ・フロー計算書とい

う。 
B/S、P/L と同様に財務諸表のひとつとして位置付けられている。 
一会計期間における資金の流れ(キャッシュ・フロー)の状況を営業活動、投

資活動及び財務活動の区分別に表示する。 
 

(3)資金の範囲 
 

現金(手許現金及び要求払預金)及び現金同等物とする。 
 

(4)現金同等物 
 

取得日から 3 ヶ月以内に満期日又は償還日が到来する短期的な投資である

定期預金、譲渡性預金、コマーシャルペーパー、売戻し条件付き現先公社

債投資信託が含まれる。 
容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期投資をいい、価格変動リスクの高い株式等は資金の範囲から除く。 
 

(5)表示区分 
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(6)営業活動によるキャッシュ・フロー 
 

 
 
 

(7)投資活動によるキャッシュ・フロー 
 

 
 
 

(8)財務活動によるキャッシュ・フロー 
 

 
 
 

(9)法人税等の表示区分 
 

 
 

(10)利息及び配当金の表示区分 
 

①、②の選択適用が認められる 
 
①損益の算定に含まれる受取利息、受取配当金及び支払利息は営業キャッ

シュ・フローの区分に、損益の算定に含まれない支払配当金は財務活動

によるキャッシュ・フローの区分とする方法(第一法) 
②投資活動の成果である受取利息及び受取配当金は投資活動によるキャッ

シュ・フローの区分に、財務活動上のコストである支払利息及び支払配

当金は財務活動によるキャッシュ・フローの区分とする方法(第二法) 
 

(11)直接法 
 

主要な取引ごとにキャッシュ・フローを営業 C/F として総額表示する方法。 
 

(12)間接法 
 

税引前当期純利益に、営業活動に係る資産及び負債の増減、減価償却費等

の非資金取引を調整、集計して営業 C/F を計算する方法。 
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キャッシュ・フロー(Ｃ/Ｆ)計算書 
 

 

(1)営業活動によるＣ/Ｆ 
 

企業の営業活動を通じて獲得した CF 及び投資、財務活動以外による災害

による保険金収入等の CF。 
 

(2)直接法と間接法 

 
 

(3)投資活動によるＣ/Ｆ 
 

将来の利益及び CF を獲得することを意図した投資に対する支出を表示す

る。 
 

(4)財務活動によるＣ/Ｆ 
 

資金調達、返済の CF 及び株式、社債等の CF。 
投資活動の必要資金が営業 CF でどの程度カバーできているか否かのチェ

ックと過不足分の財務活動による調達と返済。 
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１．直接法の例 
 
 
Ｉ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

 営業等収入 360  
 商品の仕入等支出 －290  
 小計  70  
 法人税等の支払額 －32  
 営業活動によるキャッシュ・フロー  38 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

 投資有価証券の売却による収入 90  
 固定資産の取得による支出 －140  
 投資活動によるキャッシュ・フロー  －50 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

 借入れによる収入 90  
 借入金返済による支出 －130  
 財務活動によるキャッシュ・フロー  －40 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 －52 
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 70 
Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 18 
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２．間接法の例 
 
 
Ｉ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税金等調整前当期純利益 82  
 減価償却費 10  
 貸倒引当金の増加額 8  
 投資有価証券売却益 －60  
 売上債権の増加額 －40  
 棚卸資産の減少額 40  
 仕入債務の増加額 30  
 小計  70  
 法人税等の支払額 －32  
  営業活動によるキャッシュ・フロー  38 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

 投資有価証券の売却による収入 90  
 固定資産の取得による支出 －140  
  投資活動によるキャッシュ・フロー  －50 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
 借入れによる収入 90  
 借入金の返済による支出 －130  
  財務活動によるキャッシュ・フロー  －40 
Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 －52 
Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 70 
Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 18 
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（公認会計士試験論文式財務諸表論 第 5 版 石井和人著から） 
（同書を読んで検討して下さい） 

 
  

 問題１ （135）  
  
問１  連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準において、資金の範囲

を現金及び現金同等物とした理由について説明しなさい。 
問２  キャッシュ・フロー計算書には、なぜ資金の範囲に含めた現金及び

現金同等物の内容並びにその期末残高の貸借対照表科目別の内訳を

注記しなければならないのか。例をあげてその理由を説明しなさい。 
問３  現行の制度会計では、利害関係者に対し、キャッシュ・フロー計算

書によりキャッシュ・フロー情報が提供されるにも関わらず、依然と

して損益計算書により損益情報も提供されている。利害関係者に対し

て、なぜ、キャッシュ・フロー情報とともに損益情報も提供されるの

か、その理由を説明しなさい。 
  
 
 

  
 〈基本問題〉   
  
１．キャッシュ・フロー計算書が必要とされる理由について説明しなさい。 
２．キャッシュ・フロー計算書の作成目的について述べなさい。 
３．キャッシュ・フロー計算書の位置づけについて述べなさい。 
４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲について説明しなさい。 
５．「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分の記載内容について述べ

なさい。 
６．「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分の表示方法として、直接

法と間接法の 2 つを認めた理由を説明しなさい。 
７．キャッシュ・フロー計算書と損益計算書の関係について説明しなさい。 
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